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   第１章 大学 

    第１節 目的 

 （大学の目的） 

第１条 九州工業大学（以下「本学」という。）は，工学に係る専門の学芸を教授研究する

とともに，開学以来掲げてきた「技術に堪能なる士君子」，すなわち，幅広く深い教養及

び総合的な判断力並びに豊かな人間性を涵養し，科学・技術に精通した有為な人材の養成

を通じて，文化の向上及び社会の発展に寄与することを目的とする。 

（方針） 

第１条の２ 本学は，国立大学法人九州工業大学基本規則（以下，「基本規則」という。）第

３条に定める基本理念並びに学部及び学科の教育上の目的を踏まえて，本学，学部及び学

科ごとに，次に掲げる方針を定めるものとする。 

(1) 卒業認定・学位授与に関する方針 

(2) 教育課程の編成及び実施に関する方針 

(3) 入学者の受入に関する方針 

２ 前項第２号に掲げる方針を定めるに当たっては，同項第１号に掲げる方針との一貫
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性の確保に特に意を用いなければならない。 

 

    第２節 構成 

 （学部及び学科） 

第２条 本学に，次の学部を置く。 

 (1) 工学部 

   「ものづくり」を基盤とした工学系分野において，豊かな教養，技術者倫理及びコミ

ュニケーション力を備え，高度情報社会における科学技術の進歩に対応できる工学基

礎力・専門技術力を有し，国際的に活躍できる専門技術者の養成を目的とする。 

 (2) 情報工学部 

   情報を基軸とする科学技術分野において，高度な専門技術を身につけて情報化社会

をリードし，国際的に通用する能力に加え，科学技術の進歩に対応できる基礎技術力を

有し，先端的な技術開発を推進できる専門技術者の養成を目的とする。 

２ 学部に，次の学科を置く。 

学部 学科 

工学部 工学科 

情報工学部 情報工学科 

 

３ 各学科の目的については，別に定める。 

４ 学部に，寄附講座を置くことができる。 

５ 寄附講座については，別に定める。 

第３条 削除 

 

    第３節 学生定員 

 （学生定員） 

第４条 各学部の学生定員は，次のとおりとする。 

学部 学科 入学定員 

第 3 年次 

編入学 

定員 

収容定員 

工学部 工学科 531 20 2,164 

情報工学部 情報工学科 410 35 1,710 

合計 941 55 3,874 

 

第４節 学年，学期及び休業日 

 （学年） 
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第５条 学年は，毎年４月１日に始まり，翌年３月３１日に終わる。 

 （学期） 

第６条 学年を分けて，次の２学期とする。 

 前期 ４月１日から９月３０日まで 

 後期 １０月１日から翌年３月３１日まで 

２ 前項に定める各学期を，前半及び後半に分けることができるものとする。 

 （休業日） 

第７条 休業日を次のとおりとする。 

 (1) 日曜日及び土曜日 

 (2) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に定める休日 

 (3) 春季休業日 

 (4) 夏季休業日 

 (5) 冬季休業日 

 (6) 臨時休業日 

２ 春季休業日，夏季休業日及び冬季休業日は，年ごとに定める。 

３ 臨時休業日は，その都度定める。 

４ 休業日であっても，授業等を行うことがある。 

 

    第５節 修業年限，在学期間，教育課程，履修方法等 

 （修業年限及び在学期間） 

第８条 修業年限は，４年とする。 

２ 在学期間は，８年を超えることができない。 

３ 前項の規定にかかわらず，編入学及び転入学した者は，個々に定められた在学すべき年

数の２倍に相当する年数を超えて在学することができない。 

４ 第２２条の規定により再入学した者の在学期間は，退学又は除籍になる前に在学して

いた期間を加え，第２項に定められた期間を超えることができない。 

５ 第３５条に規定する科目等履修生として，一定の単位を修得した者が，本学に入学する

場合において，当該単位の修得により教育課程の一部を履修したと認められるときは，そ

の単位数に応じて相当期間を修業年限の２分の１を超えない範囲で修業年限に通算する

ことができる。 

 （教育課程，授業の方法等） 

第９条 学部及び学科の教育上の目的を達成するために必要な授業科目を開設し，体系的

に教育課程を編成する。 

２ 教育課程の編成に当たっては，学部等の専攻に係る専門の学芸を教授するとともに，幅

広く深い教養及び総合的な判断力を培い，豊かな人間性を涵養するよう適切に配慮する

ものとする。 

－学則等－4－



３ 授業は，講義，演習，実験，実習若しくは実技のいずれかにより，又はこれらの併用に

より行うものとする。 

４ 前項の授業は，文部科学大臣が別に定めるところにより，多様なメディアを高度に利用

して，当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることがある。 

５ 卒業に必要な単位数のうち，前項に規定する授業の方法により修得する単位数は，６０

単位を超えないものとする。 

６ 前項の規定にかかわらず，卒業に必要な単位数が１２４単位を超える場合において，当

該単位数のうち，第３項に規定する授業の方法により６４単位以上修得しているときは，

第４項に規定する授業の方法により修得する単位数は，６０単位を超えることができる

ものとする。 

７ 教育課程，授業科目，履修基準及び履修方法は，別に定める。 

 （授業科目の担当）  

第９条の２ 各教育課程上主要と認める授業科目（以下,「主要授業科目」という。）につい

ては原則として基幹教員に，主要授業科目以外の授業科目についてはなるべく基幹教員

に担当させるものとする。 

２ 各授業科目について，当該授業科目を担当する教員以外の教員，学生その他本学が認め

る者（以下「指導補助者」という。）に補助させることができ，また，十分な教育効果を

上げることができると認められる場合は，当該授業科目を担当する教員の指導計画に基

づき，指導補助者に授業の一部を分担させることができる。  

３ 授業科目の担当に関し必要な事項は，別に定める。 

（単位） 

第１０条 授業科目の単位の計算方法は，1 単位の授業科目を４５時間の学修を必要とする

内容をもって構成することを標準とし，授業の方法(講義、演習、実験、実習又は実技

の授業)に応じ，当該授業による教育効果，授業時間外に必要な学修等を考慮して，お

おむね１５時間から４５時間までの範囲で別に定める時間の授業をもって 1 単位とす

る。 

２ 前項の規定にかかわらず，卒業論文，卒業研究等の授業科目については，これらの学修

の成果を評価して単位を与えることが適切と認められるときは，これらに必要な学修

等を考慮して，当該学部の教授会の審議を経て，学長が単位数を定める。 

（１年間の授業期間） 

第１０条の２ １年間の授業を行う期間は、３５週にわたることを原則とする。 

（各授業科目の授業期間） 

第１０条の３ 各授業科目の授業は、十分な教育効果を上げることができるよう、８週、１

５週その他の本学が定める適切な期間を単位として行うものとする。 

（単位の授与） 

第１１条 授業科目を履修した学生に対し，試験やレポート課題その他の本学が定める適
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切な方法により学修の成果を評価して単位を与えるものとする。 

２ 前条に規定する単位は，当該学部の教授会の審議を経て，学長が与えるものとする。 

３ 授業科目の成績の評価，合格の基準については，別に定める。 

 （他の学部における授業科目の履修） 

第１２条 教育上有益と認めるときは，学生に他の学部の授業科目を履修させることがで

きる。 

２ 前項に規定するもののほか，他の学部の授業科目の履修に関し必要な事項は，別に定め

る。 

 （他の大学又は短期大学における授業科目の履修） 

第１３条 教育上有益と認めるときは，他の大学又は短期大学との協議に基づき，学生に当

該大学又は短期大学の授業科目を履修させることがある。 

２ 前項において履修した授業科目について修得した単位を，当該学部の教授会の審議を

経て，学長が本学における授業科目の履修により修得したものとみなすことがある。 

３ 前２項の規定は，外国の大学又は短期大学へ留学する場合に準用する。 

 （大学以外の教育施設等における学修） 

第１３条の２ 教育上有益と認めるときは，学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻

科における学修その他文部科学大臣が定める学修を，当該学部の教授会の審議を経て，学

長が本学における授業科目の履修とみなし，単位を与えることがある。 

 （入学前の既修得単位等の認定） 

第１４条 教育上有益と認めるときは，学生が本学に入学する前に大学又は短期大学にお

いて履修した授業科目について修得した単位（大学の科目等履修生として修得した単位

を含む。）を，当該学部の教授会の審議を経て，学長が本学における授業科目の履修によ

り修得したものとみなすことがある。 

２ 教育上有益と認めるときは，学生が本学に入学する前に行った前条に規定する学修を，

当該学部の教授会の審議を経て，学長が本学における授業科目の履修とみなし，単位を与

えることがある。 

 （他の大学等の単位の認定） 

第１５条 第１３条から第１４条までの規定により修得したとみなし，又は与えることが

できる単位数は，合わせて６０単位（編入学及び転入学の場合を除く。）を超えないもの

とする。 

 

    第６節 入学，退学及び休学等 

 （入学の時期） 

第１６条 入学の時期は，学年の始めとする。 

 （入学の資格） 

第１７条 本学に入学することのできる者は，次の各号の一に該当する者とする。 
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 (1) 高等学校又は中等教育学校を卒業した者 

 (2) 通常の課程による１２年の学校教育を修了した者及びこれに相当する学校教育を修

了した者 

 (3) 外国において学校教育における１２年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文

部科学大臣の指定したもの 

 (4) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育

施設の当該課程を修了した者 

 (5) 専修学校の高等課程（修業年限が３年以上であることその他の文部科学大臣が定め

る基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定

める日以後に修了した者 

 (6) 高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると認められる者として文部科学大臣

の指定した者 

 (7) 文部科学大臣の行う高等学校卒業程度認定試験に合格した者（大学入学資格検定に

合格した者を含む。） 

 (8) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号。以下｢法｣という。）第９０条第２項の規定に

より大学に入学した者であって、高等学校卒業程度認定審査規則（令和４年文部科学省

令第１８号）による高等学校卒業程度認定審査に合格したもの 

 (9) 法第９０条第２項の規定により大学に入学した者であって，本学において，大学にお

ける教育を受けるにふさわしい学力があると認めたもの 

 (10) 本学において，個別の入学資格審査により，高等学校を卒業した者と同等以上の学

力があると認めた者で，１８歳に達したもの 

 （入学者の選考） 

第１８条 入学者の選考は，別に定めるところにより行う。 

 （入学の許可） 

第１９条 前条により選考された者で所定の手続きを行った者に入学を許可する。 

２ 前条により選考された者のうち特別の事情のある者で，第８６条第１項に定める申請

を行った者に入学を許可する。 

 （入学の宣誓） 

第２０条 入学を許可された者は，宣誓しなければならない。 

 （編入学） 

第２１条 次の各号の一に該当する者で，本学へ編入学を志願したときは，選考の上，相当 

年次に編入学を許可することがある。 

 (1) 高等専門学校又は短期大学を卒業した者 

 (2) 法第５８条の２の規定による高等学校の専攻科の課程を修了した者 

 (3) 大学を卒業した者又は法第１０４条第７項の規定により学士の学位を授与された者 

 (4) 法第１３２条の規定による専修学校の専門課程を修了した者 
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 (5) 他の大学に２年以上在学し，所定の単位を修得した者 

 (6) 外国において，前５号のいずれかに相当する課程を修了した者 

 (7) その他法令により大学の途中年次に入学できるものと認められている者 

２ 前項の規定により，編入学を許可された者の既に履修した授業科目及び単位数の取扱

いについては，当該学部の教授会の審議を経て，学長が定める。 

 （再入学） 

第２２条 次の各号のいずれかに該当する者で，３年以内に同一学科（学科名称を変更した

学科を含む。）に再入学を願い出たときは，教育に支障のない限り，当該学部の教授会の

審議を経て，学長が相当年次に再入学を許可することがある。 

 (1) 第２５条による退学者 

 (2) 第２９条第１号及び第５号により除籍された者 

２ 前項の規定により，再入学を許可された者の既に履修した授業科目及び単位数の取扱

いについては，当該学部の教授会の審議を経て学長が定める。 

 （転入学） 

第２３条 他の大学（外国の大学を含む。）に在学している者が，当該大学の承認を得て，

本学への転入学を願い出たときは，選考の上，相当年次に転入学を許可することがある。 

２ 前項の規定により，転入学を許可された者の既に履修した授業科目及び単位数の取扱

いについては，当該学部の教授会の審議を経て学長が定める。 

 （他の学部への移籍） 

第２４条 他の学部への移籍を願い出た者については，関係学部の教授会の審議を経て，学

長が移籍を許可することがある。 

２ 前項の規定により，移籍を許可された者の既に履修した授業科目及び単位数の取扱い

については，当該学部の教授会の審議を経て学長が定める。 

 （願い出による退学，転学） 

第２５条 退学，転学しようとするときは，願い出て許可を得なければならない。 

 （留学） 

第２６条 外国の大学又は短期大学に留学しようとする者は，学部長を経て，学長に願い出

のうえ，許可を得なければならない。 

２ 前項の規定により留学した期間は，第８条に規定する修業年限に算入することがある。 

 （休学，復学） 

第２７条 疾病その他やむを得ない理由により引き続き２月以上修学することができず，

休学しようとする場合は，学部長を経て，学長に願い出のうえ，許可を得なければならな

い。 

２ 休学期間が満了し又は休学の理由が消滅し復学しようとするときは，学部長を経て，学

長に願い出のうえ，許可を得なければならない。 

３ 疾病のため修学することが適当でないと認められる者については，休学を命ずること
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がある。 

（休学期間及び休学期間の取扱い） 

第２８条 休学期間は，引き続き２年，通算３年を超えることができない。 

２ 前項の規定にかかわらず，再入学した者の休学期間は，別に定める。 

３ 休学期間は，在学期間に算入しない。 

 （除籍） 

第２９条 次の各号の一に該当する者は，これを除籍する。 

 (1) 授業料納付の義務を怠り，督促してもなお納付しない者 

 (2) 第８条第２項及び第３項に規定する在学期間を満了して，なお卒業できない者 

 (3) 第２８条第１項に規定する休学期間を超えて，なお復学できない者 

 (4) 成業の見込みがないと認められる者 

 (5) 第１９条第２項に定める者で，納付すべき入学料を所定の期日までに納付しない者 

 (6) 死亡した者 

２ 前項のうち，第２号から第４号及び第６号の規定に該当する者にあっては，当該学部長

からの報告を経て，これを除籍する。 

 

    第７節 卒業及び学位 

 （卒業の要件） 

第３０条 卒業の要件は，第８条に定める修業年限を満たし，学部の教育課程を履修し，卒

業に必要な単位を修得することとする。 

 （早期卒業の要件） 

第３０条の２ 前条の規定にかかわらず，本学の定める単位を優秀な成績で修得したもの

は，３年以上在学すれば足りるものとする。 

２ 前項に規定するもののほか，早期卒業に関し必要な事項は，別に定める。 

 （学位の授与） 

第３１条 本学の卒業の要件を満たす者に，卒業を認め学士の学位を授与する。 

２ 学位の授与については，別に定める。 

 （教育職員免許状等） 

第３２条 教育職員免許状及びその他の資格の取得については，別に定める。 

 

    第８節 研究生，聴講生，科目等履修生，特別聴講学生，短期訪問学生及び外国人

留学生 

 （研究生） 

第３３条 本学において，特定の専門事項についての研究を志願する者は，選考の上，研究

生として入学を許可する。 

２ 研究生に関する事項は，別に定める。 
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 （聴講生） 

第３４条 本学において，特定の授業科目を聴講することを志願する者は，選考の上，聴講

生として入学を許可する。 

２ 聴講生に関する事項は，別に定める。 

 （科目等履修生） 

第３５条 本学において，特定の授業科目についての履修を志願する者は，選考の上，科目

等履修生として入学を許可する。 

２ 科目等履修生に関する事項は，別に定める。 

 （特別聴講学生） 

第３６条 他の大学又は高等専門学校（国内及び外国の相当の学校を含む。以下この項にお

いて「大学等」という。）の学生で，本学において，特定の授業科目についての聴講を志

願する者は，当該大学等との協議に基づき，特別聴講学生として受け入れる。 

２ 特別聴講学生に関する事項は，別に定める。 

 （短期訪問学生） 

第３６条の２ 他の大学又は外国の大学の学生で，本学における短期間の教育研究指導等

を志願する者は，当該大学等との協議に基づき，短期訪問学生として受け入れる。 

２ 短期訪問学生に関する事項は，別に定める。 

 （外国人留学生） 

第３７条 外国人で，教育を受ける目的をもって入国し，本学に入学を志願する者は，選考

の上，外国人留学生として入学を許可する。 

２ 外国人留学生に関する事項は，別に定める。 

 

   第２章 大学院 

    第１節 目的 

 （大学院の目的） 

第３８条 本大学院は，学術の理論及び応用を教授研究するとともに，高度の専門性が求め

られる職業を担うための深い学識及び卓越した能力を培い，もって，わが国の産業の発展

と科学技術の進歩に寄与することを目的とする。 

（方針） 

第３８条の２ 本学は，前条の目的を踏まえて，本大学院，学府，研究科又は専攻ごとに，

次に掲げる方針を定めるものとする。 

(1) 卒業認定・学位授与に関する方針 

(2) 教育課程の編成及び実施に関する方針 

(3) 入学者の受入に関する方針 

２ 前項第２号に掲げる方針を定めるに当たっては，同項第１号に掲げる方針との一貫

性の確保に特に意を用いなければならない。 
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第２節 構成 

 （学府及び研究科） 

第３９条 本大学院に，次の学府及び研究科（以下「学府等」という。）を置く。 

 (1) 工学府 

   「ものづくり」を基盤とした最先端科学技術分野において，グローバル社会で活躍す

る高度専門技術者の養成を目的とする。 

   ①博士前期課程では，工学部の素養と能力に加え，深い専門知識とそれに基づく課題

発見・設定・解決能力，並びに多様な文化の理解に基づく国際的コミュニケーショ

ン力を有する人材を養成する。 

   ②博士後期課程では，博士前期課程の素養と能力に加え，複数分野の深い専門知識を

有し，異分野を融合してイノベーションを創出でき，国際協働プロジェクトにおい

てリーダーシップを発揮できる人材を養成する。 

 (2) 情報工学府 

   高度な情報工学と様々な専門分野の知識や技術を融合することにより，産業界や社

会の問題を発見・解決し，新しい社会創造に貢献することができる情報工学技術者及び

研究者の養成を目的とする。 

   ① 博士前期課程では，最新の情報技術を原動力として，産業界や社会の諸問題を解

決するための知識や技術を修得し，社会のニーズに基づく産学社連携を推進し，

情報技術で社会を駆動させていく能力を有する人材を養成する。 

   ② 博士後期課程では，博士前期課程の素養と能力に加え，最先端の情報工学を総合

的に取り扱う素養をもち，自立して高度で革新的な情報システムを構築する能力

を身につけ，情報社会を牽引するリーダーとして，産業界や社会での課題の発見

と解決を導き，産学社からのニーズに応える人材を養成する。 

 (3) 生命体工学研究科 

   人間・生物，環境，社会の機能や特性を理解し，工学または情報工学における複数の

分野を融合して，人間親和型，環境調和型，社会支援型の技術を創出することのできる

技術者及び研究者の養成を目的とする。 

   ①博士前期課程では，分野横断的な広い視野で思考し，データに基づき科学的に考察

しながら独創的な研究開発活動を行うことができ，個人と社会の多様な幸せを追

求する価値観のもとで，社会と連携して社会的ニーズに応えることのできるグロ

ーバル人材を養成する。 

   ②博士後期課程では，独創的な分野融合研究を推進し，グローバルリーダーとして社

会と連携して社会的ニーズに応え，研究・技術分野の動向を常に注視しイノベーシ

ョンの創出を図ることのできる人材を養成する。 

２ 学府等に，次の専攻及び課程を置く。 
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学府等 専攻 課程の別 

工学府 
工学専攻 博士前期課程 

工学専攻 博士後期課程 

情報工学府 
情報創成工学専攻 博士前期課程 

情報創成工学専攻 博士後期課程 

生命体工学研究科 
生命体工学専攻 博士前期課程 

生命体工学専攻 博士後期課程 

 

３ 各専攻の目的については，別に定める。 

４ 学府等に，寄附講座を置くことができる。 

５ 寄附講座については，別に定める。 

第４０条 削除 

 

    第３節 学生定員 

 （学生定員） 

第４１条 各専攻の学生定員は，次のとおりとする。 

 

学府等 専攻 
博士前期課程 博士後期課程 

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 

工学府 
工学専攻 278 556 24 72 

計 278 556 24 72 

情報工学府 
情報創成工学専攻 240 480 20 60 

計 240 480 20 60 

生命体工学研究科 
生命体工学専攻 122 244 36 108 

計 122 244 36 108 

合計 640 1,260 80 240 

 

 

    第４節 学年，学期及び休業日 

 （学年，学期及び休業日） 

第４２条 本大学院の学年，学期及び休業日は，第５条から第７条までの規定を準用する。 

 

    第５節 修業年限，在学期間，教育課程，履修方法等 

 （修業年限及び在学期間） 

第４３条 博士課程の標準修業年限は，５年とし，これを前期２年の課程（以下「博士前期

課程」という。）及び後期３年の課程（以下「博士後期課程」という。）に区分し，博士前
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期課程は，修士課程として取り扱うものとする。 

２ 博士前期課程の標準修業年限は，２年とし，博士後期課程の標準修業年限は，３年とす

る。 

３ 前項の規定にかかわらず，教育研究上の必要があると認められる場合には，博士前期課

程の標準修業年限は，２年を超えることがある。 

４ 第２項の規定にかかわらず，主として実務の経験を有する者に対して教育を行う場合

であって，教育研究上の必要があり，かつ昼間と併せて夜間その他特定の時間又は時期に

おいて授業又は研究指導を行う等の適切な方法により教育上支障を生じないときは，博

士前期課程の標準修業年限を１年以上２年未満とすることがある。 

５ 本大学院の在学期間は，博士前期課程にあっては４年，博士後期課程にあっては６年を

超えることができない。 

６ 前項の規定にかかわらず，第３項及び第４項並びに第６２条の規定により入学を許可

された者の在学期間は，それぞれの在学すべき年数の２倍に相当する年数を超えること

ができない。 

７ 第４５条の規定により長期履修を認められた者の在学期間は，第５項に規定する在学

期間に博士前期課程にあっては２年を，博士後期課程にあっては３年を加えた期間を超

えることができない。 

８ 第６１条の規定により再入学を許可された者の在学期間は，退学又は除籍になる前に

在学していた期間を加え，第５項に定められた期間を超えることができない。 

９ 第７５条に規定する科目等履修生として，一定の単位を修得した者が，本学に入学する

場合において，当該単位の修得により教育課程の一部を履修したと認められるときは，そ

の単位数に応じて相当期間を修業年限の２分の１を超えない範囲で修業年限に通算する

ことができる。 

１０ 第５６条の規定により、本大学院に入学する前に修得した単位（学校教育法第１０

２条第１項の規定により入学資格を有した後、修得したものに限る）を本大学院において

修得したものとみなす場合であって、当該単位の修得により本大学院の博士前期課程の教

育課程の一部を履修したと認めるときは、当該単位数、その修得に要した期間その他を勘

案して１年を超えない範囲で本大学院が定める期間在学したものとみなすことができる。

ただし、この場合においても、博士前期課程については、当該課程に少なくとも１年以上

在学するものとする。 

１１ 前項の規定は、第７０条第１項および第２項に規定する博士後期課程における在学

期間（第７０条第１項の規定により博士後期課程における在学期間に含む博士前期課程に

おける在学期間を除く。）については、準用しない。 

 

 （教育課程の編成方針） 

第４４条 学府，研究科，専攻の教育上の目的を達成するために必要な授業科目を開設する

とともに，学位論文の作成等に対する指導（以下「研究指導」という。）の計画を策定し，
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体系的に教育課程を編成する。 

２ 教育課程の編成に当たっては，専攻分野に関する高度の専門的知識及び能力を修得さ

せるとともに，当該専攻分野に関連する分野の基礎的素養を涵養するよう適切に配慮す

るものとする。 

 （長期にわたる教育課程の履修） 

第４５条 本大学院において，学生が職業を有している等の事情により，標準修業年限を超

えて一定の期間にわたり計画的に教育課程を履修（以下「長期履修」という。）し課程を

修了することを希望する旨を申し出たときは，その長期履修を認めることがある。 

２ 長期履修を認められた者は，当該許可された年限を標準修業年限とする。 

３ 長期履修の取り扱いに関し必要な事項は，別に定める。 

 （指導教員） 

第４６条 本大学院に，教授又は研究指導を担当する教員を置く。 

２ 前項に規定する教員の資格に関し必要な事項は，別に定める。 

 （授業及び研究指導） 

第４７条 本大学院の教育は，授業科目の授業及び研究指導によって行う。 

 （授業の方法等） 

第４８条 授業は，第９条の規定を準用するほか，学生に対して，授業及び研究指導の方法

及び内容並びに１年間の授業及び研究指導の計画をあらかじめ明示するものとする。 

 （単位） 

第４９条 本大学院の授業科目の単位の計算方法は，第１０条第１項の規定を準用する。 

 （単位の授与） 

第５０条 授業科目を履修し，その試験又は研究報告その他本大学院が定める適切な方法

により学修の成果を評価して単位を与えるものとする。 

２ 前条に規定する単位は，当該学府等の教授会の審議を経て，学長が与えるものとする。 

３ 授業科目の成績の評価，合格の基準については，別に定める。 

 （学位論文及び最終試験） 

第５１条 最終試験は，学位論文を中心として，これに関連ある授業科目について行うもの

とする。 

２ 学位論文の審査及び最終試験は，学府等の教授会が行う。 

３ 前項の学位論文の審査に当たって必要があるときは，学府等の教授会の審議を経て，他

の学府等，他の大学の大学院（以下「他の大学院」という。）又は研究所等の教員等の協

力を得ることができる。 

 （教育方法の特例） 

第５２条 教育上特別の必要があると認める場合には，夜間その他特定の時間又は時期に

おいて授業又は研究指導を行う等の適当な方法により教育を行うことがある。 

 （成績評価の基準等） 
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第５３条 学修の成果及び学位論文に係る評価並びに修了の認定の基準は，学府等ごとに

定める。 

 （他の学府等における授業科目の履修） 

第５４条 教育上有益と認めるときは，学生に他の学府等の授業科目を履修させることが

できる。 

２ 前項に規定するもののほか，他の学府等の授業科目の履修に関し必要な事項は，別に定

める。 

 （他の大学院等における授業科目の履修及び研究指導） 

第５５条 教育上有益と認めるときは，他の大学院，外国の大学の大学院（以下「外国の大

学院」という。）又は国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の実施に

伴う特別措置法（昭和５１年法律第７２号）第１条第２項に規定する１９７２年１２月１

１日の国際連合総会決議に基づき設立された国際連合大学（以下「国際連合大学」という。）

との協議に基づき，学生に当該大学院の授業科目を履修させることがある。 

２ 教育上有益と認めるときは，他の大学院又は研究所等において，学生に当該大学院又は

研究所等で必要な研究指導を受けさせることがある。ただし，博士前期課程の学生につい

て認める場合には，当該研究指導の期間は，１年を超えないものとする。 

３ 前２項において履修した授業科目について修得した単位を，当該学府等の教授会の審

議を経て，学長が博士前期課程又は博士後期課程の修了要件の単位としてみなすことが

ある。 

 （入学前の既修得単位の認定） 

第５６条 教育上有益と認めるときは，学生が本大学院に入学する前に本学，他の大学院

（外国の大学院を含む。）及び国際連合大学において修得した単位（本大学院の科目等履

修生として修得した単位を含む。以下「既修得単位」という。）を，当該学府等の教授会

の審議を経て，学長が本大学院における授業科目の履修により修得したものとみなすこ

とがある。 

２ 前項において履修した授業科目について修得した単位を，当該学府等の教授会の審議

を経て，学長が博士前期課程又は博士後期課程の修了要件の単位としてみなすことがあ

る。 

 （他の大学院等の単位の認定） 

第５７条 第５５条及び第５６条の規定により修得したとみなし，又は与えることができ

る単位数は，それぞれ１５単位（転入学の場合を除く。）を超えないものとし，合わせて

２０単位を超えない範囲とする。 

 

    第６節 入学，退学及び休学等 

 （入学の時期） 

第５８条 入学の時期は，第１６条の規定を準用する。ただし，学年の途中においても，学
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期の区分に従い又は学期の途中に学生を入学させることがある。 

 （入学資格） 

第５９条 博士前期課程に入学することのできる者は，次の各号の一に該当する者とする。 

 (1) 大学を卒業した者 

 (2) 法第１０４条第７項の規定により学士の学位を授与された者 

 (3) 外国において，学校教育における１６年の課程を修了した者 

 (4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより

当該外国の学校教育における１６年の課程を修了した者 

 (5) 我が国において，外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１６

年の課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制

度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当

該課程を修了した者 

 (6) 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について、当該

外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ずる

ものとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。）において、修業年限が３年以上

である課程を修了すること（当該外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が

国において履修することにより当該課程を修了すること及び当該外国の学校教育制度

において位置付けられた教育施設であって前号の指定を受けたものにおいて課程を修

了することを含む。）により、学士の学位に相当する学位を授与された者 

 (7) 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定め

る基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定

める日以後に修了した者 

 (8) 文部科学大臣の指定した者 

 (9) 大学に３年以上在学した者，外国において学校教育における１５年の課程を修了し

た者，外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することに

より当該外国の学校における１５年の課程を修了した者又は我が国において外国の大

学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１５年の課程を修了したとされ

るものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた

教育施設であって文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者で，本大

学院において，所定の単位を優秀な成績で修得したと認めたもの 

 (10) 法第１０２条第２項の規定により大学院に入学した者であって，本大学院において，

本大学院における教育を受けるにふさわしい学力があると認めた者 

 (11) 本大学院において，個別の入学資格審査により，大学を卒業した者と同等以上の学

力があると認めた者で，２２歳に達したもの 

２ 博士後期課程に入学することのできる者は，次の各号の一に該当する者とする。 

 (1) 修士の学位を有する者 
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 (2) 専門職大学院の課程を修了し，文部科学大臣の定める学位を有する者 

 (3) 外国において修士の学位又は専門職学位（法第１０４条第１項の規定に基づき学位

規則（昭和２８年文部省令第９号）第５条の２に規定する専門職学位をいう。以下同じ。）

に相当する学位を授与された者 

 (4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し，修士の学位

又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

 (5) 我が国において，外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度

において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該

課程を修了し，修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

 (6) 国際連合大学の課程を修了し，修士の学位に相当する学位を授与された者 

 (7) 文部科学大臣の指定した者 

 (8) 本大学院において，個別の入学資格審査により，修士の学位又は専門職学位を有する

者と同等以上の学力があると認めた者で，２４歳に達したもの 

 （入学者の選考，入学の許可及び入学の宣誓） 

第６０条 入学者の選考，入学の許可及び入学の宣誓は，第１８条から第２０条までの規定

を準用する。 

 （再入学） 

第６１条 次の各号のいずれかに該当する者で，３年以内に同一分野の専攻に再入学を願

い出たときは，教育に支障のない限り，当該学府等の教授会の審議を経て，学長が再入学

を許可することがある。 

 (1) 第６４条による退学者 

 (2) 第６８条第１号及び第５号により除籍された者 

２ 前項の規定により，再入学を許可された者の既に履修した授業科目及び単位数の取扱

いについては，当該学府等の教授会の審議を経て学長が定める。 

 （転入学） 

第６２条 次の各号のいずれかに該当する者が，当該大学院の学長等の承認を得て，本大学

院の同一分野の専攻に転入学を願い出たときは，選考の上，転入学を許可することがある。 

 (1) 他の大学院に在学する者 

 (2) 我が国において，外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度

において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該

課程に在学した者（法第１０２条第１項に規定する者に限る。）及び国際連合大学の課

程に在学した者 

２ 前項の規定により，転入学を許可された者の既に履修した授業科目及び単位数の取扱

いについては，当該学府等の教授会の審議を経て学長が定める。 

（他の学府等への移籍） 

第６３条 他の学府等への移籍を願い出た者については，関係学府等の教授会の審議を経
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て，学長が移籍を許可することがある。 

２ 前項の規定により，移籍を許可された者の履修方法等については，別に定める。 

 （願い出による退学，転学） 

第６４条 願い出による退学又は転学は，第２５条の規定を準用する。 

 （他の大学院等への留学等） 

第６５条 第５５条の規定に基づき，他の大学院における授業科目を履修しようとする者

及び研究指導を受けようとする者並びに外国の大学院に留学しようとする者は，学府長

又は研究科長（以下「学府長等」という。）を経て，学長に願い出のうえ，許可を得なけ

ればならない。 

２ 前項により留学した期間及び学修を行った期間は，第４３条に規定する修業年限に算

入することがある。 

 （休学，復学） 

第６６条 疾病その他やむを得ない理由により引き続き２月以上修学することができず，

休学しようとする場合は，学府長等を経て，学長に願い出のうえ，許可を得なければなら

ない。 

２ 休学期間が満了し又は休学の理由が消滅し復学しようとするときは，学府長等を経て，

学長に願い出のうえ，許可を得なければならない。 

３ 疾病のため修学することが適当でないと認められる者については，休学を命ずること

がある。 

 （休学期間及び休学期間の取扱い） 

第６７条 休学期間は，１年以内とする。ただし，特に必要と認めるときには，延長するこ

とを認めることがある。 

２ 休学期間は，通算して，博士前期課程にあっては２年を，博士後期課程にあっては３年

を，それぞれ超えることができない。 

３ 前項の規定にかかわらず，再入学した者の休学期間は，別に定める。 

４ 休学期間は，在学期間に算入しない。 

 （除籍） 

第６８条 次の各号の一に該当する者は，これを除籍する。 

 (1) 授業料納付の義務を怠り，督促してもなお納付しない者 

 (2) 第４３条第５項から第８項に規定する在学期間を満了して，なお修了できない者 

 (3) 第６７条第２項に規定する休学期間を超えて，なお復学できない者 

 (4) 成業の見込みがないと認められる者 

 (5) 第６０条により第１９条第２項の規定を準用された者で，納付すべき入学料を所定

の期日までに納付しない者 

 (6) 死亡した者 

２ 前項のうち，第２号から第４号及び第６号の規定に該当する者にあっては，当該学府長
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等からの報告を経て，これを除籍する。 

 

    第７節 修了及び学位 

 （博士前期課程の修了の要件） 

第６９条 博士前期課程の修了要件は，本大学院に２年（２年以外の標準修業年限を定める

場合は，当該標準修業年限）以上在学し，所要の単位を修得し，かつ，必要な研究指導を

受けた上，当該大学院の目的に応じ，修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審

査及び最終試験に合格することとする。ただし，優れた業績を上げた者については，第４

３条第２項の規定にかかわらず，１年以上在学すれば足りるものとする。 

 （博士後期課程の修了の要件） 

第７０条 博士後期課程の修了要件は，本大学院に５年（博士前期課程に２年以上在学し，

当該課程を修了した者にあっては，当該課程における２年の在学期間を含む。）以上在学

し，所要の単位を修得し，かつ，必要な研究指導を受けた上，博士論文の審査及び最終試

験に合格することとする。ただし，在学期間に関しては，優れた研究業績を上げた者にあ

っては，本大学院に３年（博士前期課程に２年以上在学し，当該課程を修了した者にあっ

ては，当該課程における２年の在学期間を含む。）以上在学すれば足りるものとする。 

２ 第４３条第４項の規定により標準修業年限を１年以上２年未満とした博士前期課程を

修了した者及び前条ただし書きの規定による在学期間をもって博士前期課程を修了した

者の博士後期課程の修了の要件については，前項中「５年（博士前期課程に２年以上在学

し，当該課程を修了した者にあっては，当該課程における２年の在学期間を含む。）」とあ

るのは「博士前期課程における在学期間に３年を加えた期間」と，「３年（博士前期課程

に２年以上在学し，当該課程を修了した者にあっては，当該課程における２年の在学期間

を含む。）」とあるのは「３年（博士前期課程の在学期間を含む。）」と読み替えて，同項の

規定を適用する。 

３ 前２項の規定にかかわらず，学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第１

５６条の規定により，本大学院の入学資格に関し修士の学位を有する者又は専門職学位

の学位を有する者と同等以上の学力があると認められた者が，博士後期課程に入学した

場合の修了要件は，本大学院に３年以上在学し，必要な研究指導を受けた上，博士論文の

審査及び試験に合格することとする。ただし，在学期間に関しては，優れた研究業績を上

げた者については，本大学院に１年以上在学すれば足りるものとする。 

 （学位の授与） 

第７１条 博士前期課程の修了の要件を満たす者に，修士の学位を授与する。 

２ 博士後期課程の修了の要件を満たす者に，博士の学位を授与する。 

３ 学位の授与については，別に定める。 

 （教育職員免許状等） 

第７２条 教育職員免許状及びその他の資格の取得については，別に定める。 
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    第８節 研究生，聴講生，科目等履修生，特別聴講学生，特別研究学生，短期訪問

学生及び外国人留学生 

 （研究生） 

第７３条 本大学院において，特定の学問分野について専門的な研究を志願する者は，選考

の上，研究生として入学を許可する。 

２ 研究生に関する事項は，別に定める。 

 （聴講生） 

第７４条 本大学院において，特定の授業科目を聴講することを志願する者があるときは，

選考の上，聴講生として入学を許可する。 

２ 聴講生に関する事項は，別に定める。 

 （科目等履修生） 

第７５条 本大学院において，特定の授業科目についての履修を志願する者は，選考の上，

科目等履修生として入学を許可する。 

２ 科目等履修生に関する事項は，別に定める。 

 （特別聴講学生） 

第７６条 他の大学院又は外国の大学院の学生で，本大学院において，特定の授業科目につ

いての聴講を志願する者は，当該大学院との協議に基づき，特別聴講学生として受け入れ

る。 

２ 特別聴講学生に関する事項は，別に定める。 

 （特別研究学生） 

第７７条 他の大学院又は外国の大学院の学生で，本大学院において，研究指導を受けよう

と志願する者は，当該大学院との協議に基づき，特別研究学生として受け入れる。 

２ 特別研究学生に関する事項は，別に定める。 

 （短期訪問学生） 

第７７条の２ 他の大学院又は外国の大学院の学生で，本学における短期間の教育研究指

導等を志願する者は，当該大学院との協議に基づき，短期訪問学生として受け入れる。 

２ 短期訪問学生に関する事項は，別に定める。 

 （外国人留学生） 

第７８条 外国人留学生については，第３７条の規定を準用する。 

 

   第３章 授業料，入学料及び検定料 

 （検定料等の額） 

第７９条 検定料，入学料及び授業料の額は，国立大学等の授業料その他の費用に関する省

令（平成１６年文部科学省令第１６号。以下「費用省令」という。）に定める標準額と同

額とする。 
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２ 研究生，聴講生，科目等履修生，特別聴講学生及び特別研究学生の検定料，入学料並び

に授業料については，別に定める。 

３ 第４５条の規定により長期履修を認められた者の授業料の取扱いに関し必要な事項は，

別に定める。 

 （授業料の納付） 

第８０条 授業料は，年額の２分の１ずつを次の２学期に分けて納付させる。 

区分 納期 

前期 ４月１日から４月 30 日まで 

後期 10 月１日から 10 月 31 日まで 

 

２ 前項の規定にかかわらず，学生の申出があれば，後期授業料については，前期授業料と

合わせて納付させることができる。 

３ 第１項の規定にかかわらず，入学を許可される者の申出があれば，入学年度の前期又は

前期及び後期授業料については，入学を許可するときに納付させることができる。 

（復学等の場合の授業料） 

第８１条 前期又は後期の中途において，復学又は入学した者の授業料は，復学又は入学し

た月から当該学期末までの額を，復学又は入学した月に納付させる。ただし，第６条第２

項の規定により，後期の開始日が１０月１日前となる場合で，当該後期の開始日に復学又

は入学するときは，復学又は入学当月の分を免除する。 

 （学年の中途で卒業する場合の授業料） 

第８２条 学年の中途で卒業する見込みの者の授業料は，卒業する見込みの月までの額を

納付させる。 

 （退学，除籍及び停学の場合の授業料） 

第８３条 前期又は後期の中途で退学し，又は除籍された者の授業料は，当該学期分を納付

させる。 

２ 停学期間中の授業料は，納付させる。 

 （休学の場合の授業料） 

第８４条 第８０条第１項に規定する授業料の納期期間（以下「納期期間」という。）前に

休学を許可され，又は命ぜられた者の授業料は，休学する月の翌月（休学の開始日が月の

初日の場合は休学当月）から復学する月の前月までの額を免除する。 

２ 納期期間中に休学を許可され，又は命ぜられた者の授業料は，休学する月の翌月（休学

の開始日が月の初日の場合は休学当月）から復学する月の前月までの額を免除する。 

３ 休学を許可され，又は命ぜられた日が当該期の納期期間経過後の場合は，当該期の授業

料全額を納めなければならない。 

 （既納の検定料等） 

第８５条 既納の検定料，入学料及び授業料は，次の各号の一に該当する場合を除き，還付
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しない。 

 (1) 本学が実施する入学試験の出願受付後に大学入学共通テストの受験科目の不足等に

より出願資格のない者であることが判明したとき 費用省令第４条に定める第２段階

選抜標準額 

 (2) 第８０条第２項の規定により授業料を納付した者が，前期中に，休学若しくは退学し

たとき又は除籍されたとき若しくは退学を命じられたとき 後期授業料 

 (3) 第８０条第３項の規定により授業料を納付した者が，入学年度の前年度の３月３１

日までに入学を辞退したとき 前期又は前期及び後期授業料 

 (4) その他特別の事由により返還することが適当と学長が認めるとき 入学料及び授業

料 

 

 （入学料及び授業料の免除又は徴収の猶予） 

第８６条 経済的理由によって入学料の納付が困難であると認められるときは，次のとお

りとする。 

 (1) 学部学生は，入学料の全額若しくは一部を免除することがある。 

 (2) 大学院学生は，入学料の全額若しくは一部を免除又は徴収を猶予することがある。 

２ 経済的理由によって授業料の納付が困難であり，かつ，学業優秀と認められる場合又は

その他やむを得ない事由があると認められる場合は，授業料の全額若しくは一部を免除

することがある。 

３ 前２項の取扱いに関し必要な事項は，別に定める。 

 

   第４章 賞罰 

 （表彰） 

第８７条 優秀な学業成績を修め，又は模範となる行為のあった学生に対しては，表彰する。 

２ 表彰に関し必要な事項は，別に定める。 

 （懲戒） 

第８８条 次の各号の一に該当する学生は，当該学部又は学府等の教授会の審議を経て，学

長が懲戒する。 

 (1) 本学の規則に違反した者 

 (2) 学内の秩序を乱し，その他学生としての本分に反した者 

 (3) 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

２ 懲戒は，退学，停学及び訓告とする。 

３ 懲戒に関し必要な事項は，別に定める。 

 

   第５章 学寮，国際交流会館及び福利厚生施設 

 （学寮，国際交流会館及び福利厚生施設） 

－学則等－22－



第８９条 本学に学寮，国際交流会館及び福利厚生施設を置く。 

２ 学寮，国際交流会館及び福利厚生施設の管理運営その他必要な事項は，別に定める。 

 

   第６章 特別の課程 

 （特別の課程） 

第９０条 本学の学生以外の者を対象とした特別の課程を編成し，これを修了した者に対

し，修了の事実を証する証明書を交付することがある。  

２ 特別の課程に関し必要な事項は，別に定める。 

 

   第７章 公開講座 

 （公開講座） 

第９１条 社会人等の教養を高め，文化の向上に資するため，本学に公開講座を開設するこ

とがある。 

２ 公開講座に関し必要な事項は，別に定める。 

 

   第８章 雑則 

 （その他） 

第９２条 この学則に定めるほか，必要な事項は別に定める。 

 

   附 則 

１ この学則は，平成１９年４月１日から施行する。 

２ 国立大学法人九州工業大学大学院学則（平成１６年九工大学則第２号）は，廃止する。 

３ 第４条の規定にかかわらず，工学部夜間主コース，情報工学部制御システム工学科，機

械システム工学科及び生物化学システム工学科は，当該学科に在学する者がいなくなる

までの間存続するものとし，収容定員は，平成１９年度から平成２０年度までは次のとお

りとする。 

  

学科 
収容定員 

平成１９年度 平成２０年度 

工学部 機械知能工学科 ５６０ ５６０ 

 夜間主コース ２０ １０ 

建設社会工学科 ２９２ ２９２ 

電気工学科 ７３２ ７３２ 

 夜間主コース ２０ １０ 

物質工学科 ６１６ ６１６ 

 夜間主コース ２０ １０ 

－学則等－23－



計 ２，２６０ ２，２３０ 

情報工学部 知能情報工学科 ３７２ ３７２ 

電子情報工学科 ３７２ ３７２ 

システム創成情報工学科 ３３２ ３３２ 

機械情報工学科 ３３２ ３３２ 

生命情報工学科 ３３２ ３３２ 

制御システム工学科   

機械システム工学科   

生物化学システム工学科   

計 １，７４０ １，７４０ 

合計 ４，０００ ３，９７０ 

 

４ この学則の施行前に定められた本学の規則，規程及び細則等は，この学則により定めら

れたものとみなす。 

   附 則 

 この学則は，平成１９年１２月２６日から施行する。 

   附 則 

１ この学則は，平成２０年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第２条及び第４条の規定にかかわらず，工学部電気工学科，物質工学科及び工

学部夜間主コースは，当該学科・コースの学生が在学しなくなる日までの間存続させるも

のとし，収容定員は，平成２０年度から平成２２年度までは次のとおりとする。 

  

学

部 
学科 

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

学科

収容

定員 

第3年次 

編入学 

収容 

定員 

収容

定員 

学科

収容

定員 

第3年次 

編入学 

収容 

定員 

収容

定員 

学科

収容

定員 

第3年次 

編入学 

収容 

定員 

収容

定員 

工

学

部 

機械知能工学科 545 10   

2,226 

550 

40 2,192 

555 

40 2,178 

 夜間主コース 10 

20 

  

建設社会工学科 299 306 313 

電気工学科 549 366 183 

 夜間主コース 10   

電気電子工学科 130 260 390 

物質工学科 462 308 154 

 夜間主コース 10   
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応用化学科 70 140 210 

マテリアル工学科 60 120 180 

総合システム 

工学科 

51 
102 153 

計 2,196 30 2,226 2,152 40 2,192 2,138 40 2,178 

情

報

工

学

部 

知能情報工学科 352 20 372 352 20 372 352 20 372 

電子情報工学科 352 20 372 352 20 372 352 20 372 

システム創成情報 

工学科 

312 20 332 312 20 332 312 20 332 

機械情報工学科 312 20 332 312 20 332 312 20 332 

生命情報工学科 312 20 332 312 20 332 312 20 332 

計 1,640 100 1,740 1,640 100 1,740 1,640 100 1,740 

合計 3,836 130 3,966 3,792 140 3,932 3,778 140 3,918 

 

 

３ 改正後の第３９条及び第４１条の規定にかかわらず，工学研究科及び情報工学研究科

は，当該研究科の学生が在学しなくなる日までの間存続させるものとし，収容定員は，平

成２０年度から平成２１年度までは次のとおりとする。 

 (1) 博士前期課程 

   

専攻 
収容定員 

平成２０年度 

工学研究科    機械知能工学専攻 

建設社会工学専攻 

電気工学専攻 

物質工学専攻 

機能システム創成工学専攻 

５８ 

２９ 

６９ 

４６ 

３１ 

計 ２３３ 

工学府      機械知能工学専攻 

建設社会工学専攻 

電気電子工学専攻 

物質工学専攻 

先端機能システム工学専攻 

７８ 

３９ 

５９ 

５１ 

３４ 

計 ２６１ 
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情報工学研究科  情報科学専攻 

情報システム専攻 

情報創成工学専攻 

７５ 

４８ 

２７ 

計 １５０ 

情報工学府    情報科学専攻 

情報システム専攻 

情報創成工学専攻 

８８ 

５６ 

３１ 

計 １７５ 

生命体工学研究科 生体機能専攻 

脳情報専攻 

１２１ 

１０８ 

計 ２２９ 

合計 １，０４８ 

 

 

 (2) 博士後期課程 

   

専攻 
収容定員 

平成２０年度 平成２１年度 

工学研究科    機械知能工学専攻 

建設社会工学専攻 

電気工学専攻 

物質工学専攻 

機能システム創成工学専攻 

６ 

４ 

１４ 

８ 

２６ 

３ 

２ 

７ 

４ 

１３ 

計 ５８ ２９ 

工学府      機械知能工学専攻 

建設社会工学専攻 

電気電子工学専攻 

物質工学専攻 

先端機能システム工学専攻 

４ 

２ 

４ 

４ 

３ 

８ 

４ 

８ 

８ 

６ 

計 １７ ３４ 

情報工学研究科  情報科学専攻 

情報システム専攻 

情報創成工学専攻 

２４ 

１６ 

１６ 

１２ 

８ 

８ 

計 ５６ ２８ 

－学則等－26－



情報工学府    情報科学専攻 

情報システム専攻 

情報創成工学専攻 

６ 

４ 

４ 

１２ 

８ 

８ 

計 １４ ２８ 

生命体工学研究科 生体機能専攻 

脳情報専攻 

６７ 

６１ 

６２ 

５６ 

計 １２８ １１８ 

合計 ２７３ ２３７ 

 

 

４ 前２項の学生の教育課程及び履修方法等については，この学則に定めるもののほか，工

学研究科にかかる事項は工学府教授会の，情報工学研究科にかかる事項は情報工学府教

授会の審議を経て定めるものとする。 

 

   附 則 

 この学則は，平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この学則は，平成２３年６月１日から施行する。 

   附 則 

 この学則は，平成２３年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 この学則は，平成２３年１０月５日から施行する。 

   附 則 

 この学則は，平成２４年１２月５日から施行する。 

   附 則 

１ この学則は，平成２６年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第３９条及び第４１条の規定にかかわらず，第１号に定める学府又は研究科

の課程及び専攻は，当該課程及び専攻の学生が在学しなくなる日までの間存続させるも

のとし，当該課程及び専攻並びに改正後の専攻の収容定員は，平成２６年度から平成２７

年度までは第２号及び第３号のとおりとする。 

 (1) 学府又は研究科の課程及び専攻 

   

課程 学府又は研究科 専攻 

博士前期課程 情報工学府 
情報科学専攻 

情報システム専攻 
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生命体工学研究科 
生体機能専攻 

脳情報専攻 

博士後期課程 

工学府 

機械知能工学専攻 

建設社会工学専攻 

電気電子工学専攻 

物質工学専攻 

先端機能システム工学専攻 

情報工学府 

情報科学専攻 

情報システム専攻 

情報創成工学専攻 

生命体工学研究科 
生体機能専攻 

脳情報専攻 

 

 

 (2) 博士前期課程 

   

学府又は研究科 専攻 
収容定員 

平成２６年度 

工学府 

機械知能工学専攻 

建設社会工学専攻 

電気電子工学専攻 

物質工学専攻 

先端機能システム工学専攻 

１５６ 

７８ 

１１８ 

１０２ 

６８ 

計 ５２２ 

情報工学府 

情報科学専攻 

情報システム専攻 

情報創成工学専攻 

先端情報工学専攻 

学際情報工学専攻 

８８ 

５６ 

７１ 

５５ 

８０ 

計 ３５０ 

生命体工学研究科 

生体機能専攻 

脳情報専攻 

生体機能応用工学専攻 

人間知能システム工学専攻 

６５ 

５７ 

６５ 

５７ 

計 ２４４ 
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合計 １，１１６ 

 

 

 (3) 博士後期課程 

学府又は研究科 専攻 
収容定員 

平成２６年度 平成２７年度 

工学府 

機械知能工学専攻 

建設社会工学専攻 

電気電子工学専攻 

物質工学専攻 

先端機能システム工学専攻 

工学専攻 

８ 

４ 

８ 

８ 

６ 

１７ 

４ 

２ 

４ 

４ 

３ 

３４ 

計 ５１ ５１ 

情報工学府 

情報科学専攻 

情報システム専攻 

情報創成工学専攻 

情報工学専攻 

１２ 

８ 

８ 

１４ 

６ 

４ 

４ 

２８ 

計 ４２ ４２ 

生命体工学研究科 

生体機能専攻 

脳情報専攻 

生命体工学専攻 

３８ 

３４ 

３６ 

１９ 

１７ 

７２ 

計 １０８ １０８ 

合計 ２０１ ２０１ 

 

   附 則 

１ この学則は，平成２７年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第４条の規定にかかわらず，平成２７年度の収容定員は，次のとおりとする。 

学部 学科 

平成２７年度 

学科収容定

員 

第 3 年次 

編入学 

収容定員 

収容定員 

工学部 

機械知能工学科 ５６０ 

４０ ２，１６４ 
建設社会工学科 ３２０ 

電気電子工学科 ５２０ 

応用化学科 ２８０ 
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マテリアル工学科 ２４０ 

総合システム工学科 ２０４ 

計 ２，１２４ ４０ ２，１６４ 

情報工学部 

知能情報工学科 ３５２ １７ ３６９ 

電子情報工学科 ３５２ １８ ３７０ 

システム創成情報工学科 ３１２ １８ ３３０ 

機械情報工学科 ３１２ １７ ３２９ 

生命情報工学科 ３１２ １５ ３２７ 

計 １，６４０ ８５ １，７２５ 

合計 ３，７６４ １２５ ３，８８９ 

 

   附 則 

  この学則は，平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この学則は，平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この学則は，平成２９年１月１０日から施行する。 

   附 則 

１ この学則は，平成２９年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第４１条の規定にかかわらず，平成２９年度の収容定員は，次のとおりとする。 

学府又は研究科 専攻 
収容定員 

平成２９年度 

工学府 

機械知能工学専攻 

建設社会工学専攻 

電気電子工学専攻 

物質工学専攻 

先端機能システム工学専攻 

156 

78 

118 

102 

68 

計 522 

情報工学府 

先端情報工学専攻 

学際情報工学専攻 

情報創成工学専攻 

115 

170 

85 

計 370 

生命体工学研究科 

生体機能応用工学専攻 

人間知能システム工学専攻 

130 

114 

計 244 
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合計 1,136 

 

 

   附 則 

１ この学則は，平成３０年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第２条及び第４条の規定にかかわらず，工学部総合システム工学科，情報工学

部電子情報工学科，システム創成情報工学科，機械情報工学科及び生命情報工学科は，当

該学科の学生が在学しなくなる日までの間存続させるものとし，収容定員は，平成３０年

度から平成３２年度までは次のとおりとする。 

  

学

部 
学科 

平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

学科

収容

定員 

第3年次 

編入学 

収容 

定員 

収容

定員 

学科

収容

定員 

第3年次 

編入学 

収容 

定員 

収容

定員 

学科

収容

定員 

第3年次 

編入学 

収容 

定員 

収容

定員 

工

学

部 

建設社会工学科 320 

40 2,164 

320 

40 2,164 

320 

40 2,164 

機械知能工学科 556 552 548 

宇宙システム 

工学科 

55 
110 165 

電気電子工学科 516 512 508 

応用化学科 284 288 292 

マテリアル 

工学科 
240 240 240 

総合システム 

工学科 
153 102 51 

計 2,124 40 2,164 2,124 40 2,164 2,124 40 2,164 

情

報

工

学

部 

知能情報工学科 357 14 371 362 14 376 367 14 381 

電子情報工学科 264 16 280 176 16 192 88 8 96 

システム創成情報

工学科 
234 16 250 156 16 172 78 8 86 

機械情報工学科 234 14 248 156 14 170 78 7 85 

生命情報工学科 234 10 244 156 10 166 78 5 83 

情報・通信工学科 93  93 186  186 279 9 288 

知的システム 

工学科 
94  94 188  188 282 9 291 

物理情報工学科 65  65 130  130 195 5 200 

生命化学情報 65  65 130  130 195 5 200 

－学則等－31－



工学科 

計 1,640 70 1,710 1,640 70 1,710 1,640 70 1,710 

 

 

   附 則 

１ この学則は，平成３１年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第３９条及び第４１条の規定にかかわらず，工学府機械知能工学専攻，建設社

会工学専攻，電気電子工学専攻，物質工学専攻及び先端機能システム工学専攻は，当該専

攻の学生が在学しなくなる日までの間存続させるものとし，収容定員は，平成３１年度か

らその翌年度までは第１号及び第２号のとおりとする。 

 

 （１）博士前期課程 

学府又は研究科 専攻 
収容定員 

平成３１年度 

工学府 

機械知能工学専攻 

建設社会工学専攻 

電気電子工学専攻 

物質工学専攻 

先端機能システム工学専攻 

工学専攻 

78 

39 

59 

51 

34 

278 

計 539 

情報工学府 

先端情報工学専攻 

学際情報工学専攻 

情報創成工学専攻 

120 

180 

90 

計 390 

生命体工学研究科 

生体機能応用工学専攻 

人間知能システム工学専攻 

130 

114 

計 244 

合計 1,173 

 

（２）博士後期課程 

学府又は研究科 専攻 

収容定員 

平成３１年度 
平成３１年

度の翌年度 
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工学府 
工学専攻 58 65 

計 58 65 

情報工学府 
情報工学専攻 42 42 

計 42 42 

生命体工学研究科 
生命体工学専攻 108 108 

計 108 108 

合計 208 215 

 

３ 政令により元号が改められた場合，改元期日以後の日を旧元号(平成)により表示して

いるものについては，旧元号によって特定された日を新元号による応当日に読み替えて

適用するものとする。 

 

   附 則 

 この学則は，令和２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この学則は，令和２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この学則は，令和２年８月１１日から施行する。ただし，改正後の第４３条第１０項及び

第１１項並びに第５７条は令和２年６月３０日から適用し，第８５条第４号は令和２年４

月１日から適用する。 

   附 則 

 この学則は，令和３年１１月４日から施行する。ただし，改正後の第２１条第１項第３号

及び第５９条第１項第２号は平成３１年４月１日から適用する。 

   附 則 

１ この学則は，令和４年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第３９条及び第４１条の規定にかかわらず，情報工学府博士前期課程先端情

報工学専攻，学際情報工学専攻，情報創成工学専攻（従前の専攻）及び情報工学府博士後

期課程情報工学専攻は，当該専攻の学生が在学しなくなる日までの間存続させるものと

し，収容定員は，令和４年度からその翌年度までは第１号及び第２号のとおりとする。 

  

（１）博士前期課程 

学府又は研究科 専攻 
収容定員 

令和４年度 

工学府 
工学専攻 556 

計 556 
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情報工学府 

情報創成工学専攻 

（従前の専攻） 

先端情報工学専攻 

学際情報工学専攻 

情報創成工学専攻 

220 

 

60 

90 

45 

計 415 

生命体工学研究科 

生体機能応用工学専攻 

人間知能システム工学専攻 

130 

114 

計 244 

合計 1,215 

 

（２）博士後期課程 

学府又は研究科 専攻 

収容定員 

令和４年度 
令和４年度の

翌年度 

工学府 
工学専攻 72 72 

計 72 72 

情報工学府 

情報工学専攻 

情報創成工学専攻 

28 

20 

14 

40 

計 48 54 

生命体工学研究科 
生命体工学専攻 108 108 

計 108 108 

合計 228 234 

 

 

   附 則 

 この学則は，令和５年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この学則は，令和８年４月１日から施行する。ただし，改正後の第８５条第１項第１は

令和３年４月１日から適用する 

２ 改正後の第２条及び第４条の規定にかかわらず，工学部建設社工学科，機械知能工学科，

宇宙システム工学科，電気電子工学科，応用化学科，マテリアル工学科，情報工学部知能

情報工学科，情報・通信工学科，知的システム工学科，物理情報工学科及び生命化学情報

工学科は，当該学科の学生が在学しなくなる日までの間存続させるものとし，収容定員は，

令和８年度からその翌々年度までは次のとおりとする。 

－学則等－34－



学

部 
学科 

令和８年度 
令和８年度の 

翌年度 

令和８年度の 

翌々 年度 

学科

収容

定員 

第3年次 

編入学 

収容 

定員 

収容

定員 

学科

収容

定員 

第3年次 

編入学 

収容 

定員 

収容

定員 

学科

収容

定員 

第3年次 

編入学 

収容 

定員 

収容

定員 

工

学

部 

建設社会工学科 240 2 242 160 2 162 80 1 81 

機械知能工学科 408 14 422 272 14 286 136 7 143 

宇宙システム 

工学科 
165 4 169 110 4 114 55 2 57 

電気電子工学科 378 16 394 252 16 268 126 8 134 

応用化学科 222 2 224 148 2 150 74 1 75 

マテリアル 

工学科 
180 2 182 120 2 122 60 1 61 

工学科 531  531 1,062  1,062 1,593 20 1613 

計 2,124 40 2,164 2,124 40 2,164 2,124 40 2164 

情

報

工

学

部 

知能情報工学科 279 14 293 186 14 200 93 7 100 

情報・通信工学科 279 18 297 186 18 204 93 9 102 

知的システム 

工学科 
282 18 300 188 18 206 94 9 103 

物理情報工学科 195 10 205 130 10 140 65 5 70 

生命化学情報 

工学科 
195 10 205 130 10 140 65 5 70 

情報工学科 410  410 820  820 1,230 35 1265 

計 1,640 70 1,710 1,640 70 1,710 1,640 70 1710 

 

３ 改正後の第３９条及び第４１条の規定にかかわらず，生命体工学研究科博士前期課程

生体機能応用工学専攻，人間知能システム工学専攻は，当該専攻の学生が在学しなくなる

日までの間存続させるものとし，令和８年度の収容定員は，次のとおりとする。 

 

（１）博士前期課程 

学府又は研究科 専攻 
収容定員 

令和８年度 

工学府 
工学専攻 556 

計 556 

情報工学府 
情報創成工学専攻 460 

計 460 
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生命体工学研究科 

生体機能応用工学専攻 

人間知能システム工学専攻 

生命体工学専攻 

65 

57 

122 

計 244 

合計 1,260 
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学則の変更事項を記載した書類 

令和７年７月 九州工業大学 

 

令和８年度学部，大学院改組・定員増及び，「大学設置基準等の一部を改正する省令」

令和４年１０月１日の施行等による，学則の主な変更事項は以下のとおり。 

 

（令和８年度学部改組，大学院改組，大学院定員増） 

  令和８年度改組により，学則第２条，第４条及び，第３９条，第４１条を変更して，

工学部工学科（入学定員 531 名），情報工学部情報工学科（入学定員 410 名）及び，生

命体工学研究科生命体工学専攻博士前期課程（入学定員 122 名）を規定した。 

なお，附則により改正後の第２条及び第４条の規定にかかわらず，工学部建設社工学

科，機械知能工学科，宇宙システム工学科，電気電子工学科，応用化学科，マテリアル

工学科，情報工学部知能情報工学科，情報・通信工学科，知的システム工学科，物理情

報工学科及び生命化学情報工学科は，当該学科の学生が在学しなくなる日までの間存続

させる。同じく、改正後の第３９条及び第４１条の規定にかかわらず，生命体工学研究

科博士前期課程生体機能応用工学専攻，人間知能システム工学専攻は，当該専攻の学生

が在学しなくなる日までの間存続させる。 

また，令和８年度入試から高度情報系専門人材への社会ニーズを受けて情報工学府情

報創成工学専攻博士前期課程の入学定員を 20 名増員して，240 名とする学則第４１条の

変更も行う。 

 

（大学設置基準の改正） 

  大学設置基準の改正に伴い、以下の項目などで設置基準を準用して学則改正を行う。 

１． 入学者選抜や教育課程の編成について，３つのポリシーに基づくことを明示 

  第 1 条の２，第３８条の２追加 

２． 基幹教員制度の導入と指導補助者の規定 

  第９条の２追加 

３． 単位関係，授業期間等の規定の変更 

  第６条改正，第１０条改正，第１０条の２追加，第１０条の３追加，第１１条改正 

  第５０条改正， 

４． 卒業要件の明確化 

  第３０条改正 

 

（その他の改正） 

休業日の一部改正（第６条）,入学資格（第５９条），検定料等（第８５条） 
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九州工業大学学則 改正案・現行対照表（案）

マテリアル工学科

学部 学科
建設社会工学科
機械知能工学科

学部
工学部
情報工学部

学科
工学科
情報工学科

工学部
宇宙システム工学科
電気電子工学科
応用化学科

２ 学部に，次の学科を置く。

（学部及び学科）
第２条 本学に，次の学部を置く。
(1) 工学部
 「ものづくり」を基盤とした工学系分野において，豊かな教養，技術者倫理及
びコミュニケーション力を備え，科学技術の進歩に対応できる工学基礎力・専門
技術力を有し，国際的に活躍できる専門技術者の養成を目的とする。
            （略）

２ 学部に，次の学科を置く。

第２条 本学に，次の学部を置く。
(1) 工学部
 「ものづくり」を基盤とした工学系分野において，豊かな教養，技術者倫理及
びコミュニケーション力を備え，高度情報社会における科学技術の進歩に対応で
きる工学基礎力・専門技術力を有し，国際的に活躍できる専門技術者の養成を目
的とする。
           （略）

改正案 現行
（方針）
第１条の２ 本学は，国立大学法人九州工業大学基本規則（以下，「基本規則」
という。）第３条に定める基本理念並びに学部及び学科の教育上の目的を踏まえ
て，本学，学部及び学科ごとに，次に掲げる方針を定めるものとする。
(1) 卒業認定・学位授与に関する方針
(2) 教育課程の編成及び実施に関する方針
(3) 入学者の受入に関する方針
２ 前項第２号に掲げる方針を定めるに当たっては，同項第１号に掲げる方針と
の一貫性の確保に特に意を用いなければならない。

（学部及び学科）
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（略）

（略） （略）

（略）
（学生定員）
第４条 各学部の学生定員は，次のとおりとする。

（学生定員）
第４条 各学部の学生定員は，次のとおりとする。

情報工学部

知能情報工学科
情報・通信工学科
知的システム工学科
物理情報工学科
生命化学情報工学科

改正案 現行

学 部 学 科 入学定員 
第３年次 

編入学定員 
収容定員 

工学部 

建設社会工学科 80 1 322 

機械知能工学科 136 7 558 

宇宙システム工学科 55 2 224 

電気電子工学科 126 8 520 

応用化学科 74 1 298 

マテリアル工学科 60 1 242 

計 531 20 2,164 

情報工学部 

知能情報工学科 93 7 386 

情報・通信工学科 93 9 390 

知的システム工学科 94 9 394 

物理情報工学科 65 5 270 

生命化学情報工学科 65 5 270 

計 410 35 1,710 

合  計 941 55 3,874 

 

学部 学科 入学定員 

第 3 年次 

編入学 

定員 

収容定員 

工学部 工学科 531 20 2,164 

情報工学部 情報工学科 410 35 1,710 

合計 941 55 3,874 
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（略） （略）

改正案 現行

（授業科目の担当） 
第９条の２ 各教育課程上主要と認める授業科目（以下,「主要授業科目」とい
う。）については原則として基幹教員に，主要授業科目以外の授業科目について
はなるべく基幹教員に担当させるものとする。
２ 各授業科目について，当該授業科目を担当する教員以外の教員，学生その他
本学が認める者（以下「指導補助者」という。）に補助させることができ，ま
た，十分な教育効果を上げることができると認められる場合は，当該授業科目を
担当する教員の指導計画に基づき，指導補助者に授業の一部を分担させることが
できる。 
３ 授業科目の担当に関し必要な事項は，別に定める。

（学期）
第６条 学年を分けて，次の２学期とする。
 前期 ４月１日から９月３０日まで
 後期 １０月１日から翌年３月３１日まで
２ 前項に定める各学期を，前半及び後半に分けることができるものとする。

（学期）
第６条 学年を分けて，次の２学期とする。
前期 ４月１日から９月３０日まで
後期 １０月１日から翌年３月３１日まで
２ 前項の規定にかかわらず，学部の事情により，学長が変更することがある。

（休業日）
第７条 休業日を次のとおりとする。
 (1) 日曜日及び土曜日
 (2) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に定める休日
 (3) 春季休業日
 (4) 夏季休業日
 (5) 冬季休業日
 (6) 臨時休業日

（休業日）
第７条 休業日を次のとおりとする。
(1) 日曜日及び土曜日
(2) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に定める休日
(3) 開学記念日 ５月２８日
(4) 春季休業日
(5) 夏季休業日
(6) 冬季休業日
(7) 臨時休業日
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（略） （略）

（略） （略）

改正案 現行

（各授業科目の授業期間）
第１０条の３ 各授業科目の授業は、十分な教育効果を上げることができるよ
う、８週、１５週その他の本学が定める適切な期間を単位として行うものとす
る。

（単位の授与）
第１１条 授業科目を履修した学生に対し，試験やレポート課題その他の本学が
定める適切な方法により学修の成果を評価して単位を与えるものとする。

（単位の授与）
第１１条 授業科目を履修した学生に対し，試験やレポート課題等による成績の
評価に基づき，所定の単位を与える。ただし，前条第２項に規定する授業科目に
ついては，学修の成果を評価して単位を与えることができる。

（単位）
第１０条 授業科目の単位の計算方法は，1単位の授業科目を４５時間の学修を必
要とする内容をもって構成することを標準とし，授業の方法(講義、演習、実験、
実習又は実技の授業)に応じ，当該授業による教育効果，授業時間外に必要な学修
等を考慮して，おおむね１５時間から４５時間までの範囲で別に定める時間の授
業をもって1単位とする。

（単位）
第１０条 授業科目の単位の計算方法は，１単位の授業科目を４５時間の学修を
必要とする内容をもって構成することを標準とし，次の基準によるものとする。
(1) 講義及び演習 １５時間から３０時間までの範囲で別に定める時間の授業を
もって１単位とする。
(2) 実験，実習及び実技 ３０時間から４５時間までの範囲で別に定める時間の授
業をもって１単位とする。
(3) 一の授業科目について，講義，演習，実験及び実習のうち二以上の方法の併用
により行う場合の単位数の計算は，その組み合わせに応じ，前２号に規定する基
準を考慮して別に定める時間の授業をもって１単位とする。

（１年間の授業期間）
第１０条の２ １年間の授業を行う期間は、３５週にわたることを原則とする。

（卒業の要件）
第３０条 卒業の要件は，第８条に定める修業年限を満たし，学部の教育課程を
履修し，卒業に必要な単位を修得することとする。

（卒業の要件）
第３０条 卒業の要件は，第８条に定める修業年限以上在学することのほか，別
に定める。
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（略） （略）

（略） （略）

改正案 現行

(3) 生命体工学研究科
 人間・生物，環境，社会の機能や特性を理解し，工学または情報工学における
複数の分野を融合して，人間親和型，環境調和型，社会支援型の技術を創出する
ことのできる技術者及び研究者の養成を目的とする。

(3) 生命体工学研究科
 分野融合型の先進的な研究及び分野横断型の教育を行い，社会と連携すること
により，社会に対する深い理解と知識を持ち，実践的に活躍できる高度専門技術
者の養成を目的とする。

①博士前期課程では，分野横断的な広い視野で思考し，データに基づき科学的に
考察しながら独創的な研究開発活動を行うことができ，個人と社会の多様な幸せ
を追求する価値観のもとで，社会と連携して社会的ニーズに応えることのできる
グローバル人材を養成する。
②博士後期課程では，独創的な分野融合研究を推進し，グローバルリーダーとし
て社会と連携して社会的ニーズに応え，研究・技術分野の動向を常に注視しイノ
ベーションの創出を図ることのできる人材を養成する。

ア 博士前期課程では，現代社会のニーズである省資源，省エネルギー及び環境
調和のための工学技術，並びに人間や社会を支える知能ロボット，知的情報シス
テム，福祉システム等を実現するため，生物や人間の持つ機能・原理・構造を解
明し，それらを工学的に実現・応用することを通し，人々と連携して新しい社会
の創造に貢献できる能力を持つ人材を養成する。
イ 博士後期課程では，博士前期課程において習得する専門知識に加え，研究・
技術分野の動向を常に注視し，革新的成果の実現を図る能力を有する人材を養成
する。

（方針）
第３８条の２ 本学は，前条の目的を踏まえて，本大学院，学府，研究科又は専
攻ごとに，次に掲げる方針を定めるものとする。
(1) 卒業認定・学位授与に関する方針
(2) 教育課程の編成及び実施に関する方針
(3) 入学者の受入に関する方針
２ 前項第２号に掲げる方針を定めるに当たっては，同項第１号に掲げる方針と
の一貫性の確保に特に意を用いなければならない。

（学府及び研究科）
第３９条 本大学院に，次の学府及び研究科（以下「学府等」という。）を置
く。

（学府及び研究科）
第３９条 本大学院に，次の学府及び研究科（以下「学府等」という。）を置
く。

－学則等－42－



（略） （略）

（略） （略）

２ 学府等に，次の専攻及び課程を置く。 ２ 学府等に，次の専攻及び課程を置く。

 （学生定員）
第４１条 各専攻の学生定員は，次のとおりとする。

 （学生定員）
第４１条 各専攻の学生定員は，次のとおりとする。

改正案 現行

学府等 専 攻 課程の別 

工学府 
工学専攻 博士前期課程 

工学専攻 博士後期課程 

情報工学府 
情報創成工学専攻 博士前期課程 

情報創成工学専攻 博士後期課程 

生命体工学研究科 

生体機能応用工学専攻 
博士前期課程 

人間知能システム工学専攻 

生命体工学専攻 博士後期課程 

 

学府等 専攻 課程の別 

工学府 
工学専攻 博士前期課程 

工学専攻 博士後期課程 

情報工学府 
情報創成工学専攻 博士前期課程 

情報創成工学専攻 博士後期課程 

生命体工学研究科 
生命体工学専攻 博士前期課程 

生命体工学専攻 博士後期課程 

 

学府等 専攻 
博士前期課程 博士後期課程 

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 

工学府 
工学専攻 278 556 24 72 

計 278 556 24 72 

情報工学府 
情報創成工学専攻 240 480 20 60 

計 240 480 20 60 

生命体工学研究科 
生命体工学専攻 122 244 36 108 

計 122 244 36 108 

合計 640 1,260 80 240 

 

学府等 専 攻 
博士前期課程 博士後期課程 

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 

工学府 
工学専攻 278 556 24 72 

計 278 556 24 72 

情報工学府 
情報創成工学専攻 220 440 20 60 

計 220 440 20 60 

生命体工学研究科 

生体機能応用工学専攻 65 130   

人間知能システム工学専攻 57 114   

生命体工学専攻   36 108 

計 122 244 36 108 

合  計 620 1,240 80 240 
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（略） （略）

（略） （略）

（略） （略）

（略） （略）

 （入学資格）
第５９条 博士前期課程に入学することのできる者は，次の各号の一に該当する
者とする。

 (10) 法第１０２条第２項の規定により大学院に入学した者であって，本大学院
において，本大学院における教育を受けるにふさわしい学力があると認めた者

(10) 法第１０２条第２項の規定により大学院に入学した者であって，当該者をそ
の後に入学させる大学院において，大学院における教育を受けるにふさわしい学
力があると認めた者

 （単位の授与）
第５０条 授業科目を履修し，その試験又は研究報告その他本大学院が定める適
切な方法により学修の成果を評価して単位を与えるものとする。

（単位の授与）
第５０条 授業科目を履修し，その試験又は研究報告により合格した者には，所
定の単位を与える。

附 則
１ この学則は，令和８年４月１日から施行する。ただし，改正後の第８５条第
１項第１は令和３年４月１日から適用する
２ 改正後の第２条及び第４条の規定にかかわらず，工学部建設社工学科，機械
知能工学科，宇宙システム工学科，電気電子工学科，応用化学科，マテリアル工
学科，情報工学部知能情報工学科，情報・通信工学科，知的システム工学科，物
理情報工学科及び生命化学情報工学科は，当該学科の学生が在学しなくなる日ま
での間存続させるものとし，収容定員は，令和８年度からその翌々年度までは次
のとおりとする。

改正案 現行

 （既納の検定料等）
第８５条 既納の検定料，入学料及び授業料は，次の各号の一に該当する場合を
除き，還付しない。
 (1) 本学が実施する入学試験の出願受付後に大学入学共通テストの受験科目の不
足等により出願資格のない者であることが判明したとき 費用省令第４条に定め
る第２段階選抜標準額

（既納の検定料等）
第８５条 既納の検定料，入学料及び授業料は，次の各号の一に該当する場合を
除き，還付しない。
(1) 本学が実施する入学試験の出願受付後に大学入試センター試験の受験科目の不
足等により出願資格のない者であることが判明したとき 費用省令第４条に定め
る第２段階選抜標準額
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改正案 現行

学

部 
学科 

令和８年度 
令和８年度の 

翌年度 

令和８年度の 

翌々 年度 

学科

収容

定員 

第3年

次 

編入学 

収容 

定員 

収容

定員 

学科

収容

定員 

第3年

次 

編入学 

収容 

定員 

収容

定員 

学科

収容

定員 

第3年

次 

編入学 

収容 

定員 

収容

定員 

工

学

部 

建設社会工学科 240 2 242 160 2 162 80 1 81 

機械知能工学科 408 14 422 272 14 286 136 7 143 

宇宙システム 

工学科 
165 4 169 110 4 114 55 2 57 

電気電子工学科 378 16 394 252 16 268 126 8 134 

応用化学科 222 2 224 148 2 150 74 1 75 

マテリアル 

工学科 
180 2 182 120 2 122 60 1 61 

工学科 531  531 1,062  1,062 1,593 20 1613 

計 2,124 40 2,164 2,124 40 2,164 2,124 40 2164 

情

報

工

学

部 

知能情報工学科 279 14 293 186 14 200 93 7 100 

情報・通信工学科 279 18 297 186 18 204 93 9 102 

知的システム 

工学科 
282 18 300 188 18 206 94 9 103 

物理情報工学科 195 10 205 130 10 140 65 5 70 

生命化学情報 

工学科 
195 10 205 130 10 140 65 5 70 

情報工学科 410  410 820  820 1,230 35 1265 

計 1,640 70 1,710 1,640 70 1,710 1,640 70 1710 
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改正案 現行
３ 改正後の第３９条及び第４１条の規定にかかわらず，生命体工学研究科博士
前期課程生体機能応用工学専攻，人間知能システム工学専攻は，当該専攻の学生
が在学しなくなる日までの間存続させるものとし，令和８年度の収容定員は，次
のとおりとする。

学府又は研究科 専攻 
収容定員 

令和８年度 

工学府 
工学専攻 556 

計 556 

情報工学府 
情報創成工学専攻 460 

計 460 

生命体工学研究科 

生体機能応用工学専攻 

人間知能システム工学専攻 

生命体工学専攻 

65 

57 

122 

計 244 

合計 1,260 
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○九州工業大学教授会規則（案） 

 

平成１６年 ３月 ３日 

九工大規則第  ２ 号 

 

改 正  平成１８年１０月 １日九工大規則第５７号 

平成１８年１２月 ６日九工大規則第６２号 

平成１９年 ４月 １日九工大規則第３２号 

平成２０年 ４月 １日九工大規則第 ３号 

平成２６年 ３月１９日九工大規則第 ８号 

平成２７年 ３月 ４日九工大規則第 ７号 

平成２７年 ５月 ８日九工大規則第３２号 

平成２８年 ２月 ３日九工大規則第 ２号 

令和 ４年 ７月２７日九工大規則第 ９号 

令和 ８年    月  日九工大規則第  号 

 

 

九州工業大学教授会規則 

 

（目的） 

第１条 この規則は，学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第９３条及び国立大学法人九州工業大学基

本規則（平成１９年九工大規則第５号。以下「基本規則」という。）第２１条の規定に基づき，九州工

業大学（以下「本学」という。）に置かれる教授会の組織及び運営について定めることを目的とする。 

（編成） 

第２条 基本規則第２１条に定める教授会は，次のとおりとする。 

組織 教授会 

大学院工学研究院 工学研究院教授会 

大学院工学府 工学府教授会 

工学部 工学部教授会 

大学院情報工学研究院 情報工学研究院教授会 

大学院情報工学府 情報工学府教授会 

情報工学部 情報工学部教授会 

大学院生命体工学研究科 生命体工学研究科教授会 

教養教育院 教養教育院教授会 

（構成員） 

第２条の２ 教授会の構成員は，次のとおりとする。ただし，教授会が特に必要と認めた場合は，助教を

加えることができる。 

教授会 構成員 

工学研究院教授会 (1) 大学院工学研究院に所属する専ら本学の教育研究に従事する教

授，准教授及び講師 

(2) 前号以外の者で，専ら戸畑キャンパスに勤務する教授，准教授

及び講師。ただし，教養教育院教授会に所属する者を除く。 

工学府教授会 大学院工学府の教育を担当する工学研究院教授会に所属する教授，

准教授及び講師 

工学部教授会 (1) 工学部の教育を担当する工学研究院教授会に所属する教授，准

教授及び講師 

(2) 前号以外の者で，工学部の基幹教員。ただし，教養教育院教授

会に所属する者を除く。 

情報工学研究院教授会 (1) 大学院情報工学研究院に所属する専ら本学の教育研究に従事す

る教授，准教授及び講師 

(2) 前号以外の者で，専ら飯塚キャンパスに勤務する教授，准教授
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及び講師。ただし，教養教育院教授会に所属する者を除く。 

情報工学府教授会 大学院情報工学府の教育を担当する情報工学研究院教授会に所属す

る教授，准教授及び講師 

情報工学部教授会 (1) 情報工学部の教育を担当する情報工学研究院教授会に所属する

教授，准教授及び講師 

(2) 前号以外の者で，情報工学部の基幹教員。ただし，教養教育院

教授会に所属する者を除く。 

生命体工学研究科教授会 (1) 大学院生命体工学研究科に所属する専ら本学の教育研究に従事

する教授，准教授及び講師 

(2) 前号以外の者で，専ら若松キャンパスに勤務する教授，准教授

及び講師。ただし，教養教育院教授会に所属する者を除く。 

教養教育院教授会 教養教育院に所属する専ら本学の教育研究に従事する教授，准教授

及び講師 

２ 前項の規定にかかわらず，次条第１項に規定する工学府教授会及び情報工学府教授会（以下「学府教

授会」という。）第１号及び第４号並びに生命体工学研究科教授会（以下「研究科教授会」という。）第

１号及び第４号に掲げる事項を審議するときは，博士課程の研究指導を担当する教授及び准教授で構

成する。ただし，必要に応じて講師を加えることができる。 

３ 第１項に規定する工学部教授会及び情報工学部教授会（以下「学部教授会」という。）第２号に規定

する者は，いずれかの教授会にのみ所属することができる。 

（審議事項） 

第３条 教授会は，学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり，審議し，意見を述べるものとす

る。 

教授会 審議事項 

工学研究院教授会 

情報工学研究院教授会 

(1) 組織再編に関する事項 

(2) 研究の基本方針に関する事項 

(3) 研究分野の活性化に関する事項 

工学府教授会 

情報工学府教授会 

(1) 教育・研究指導を行うための資格審査に関する事項 

(2) 教育課程の編成に関する事項 

(3) 学生の入学又は課程の修了に関する事項 

(4) 学位授与及び学位の取消しに関する事項 

(5) 学生の懲戒に関する事項 

(6) 組織再編に関する事項 

(7) 学生の表彰に関する事項 

(8) 学生の厚生補導に関する事項 

工学部教授会 

情報工学部教授会 

(1) 教育課程の編成に関する事項 

(2) 学生の入学又は卒業に関する事項 

(3) 学位授与及び学位の取消しに関する事項 

(4) 学生の懲戒に関する事項 

(5) 組織再編に関する事項 

(6) 学生の表彰に関する事項 

(7) 学生の厚生補導に関する事項 

生命体工学研究科教授会 

(1) 教育・研究指導を行うための資格審査に関する事項 

(2) 教育課程の編成に関する事項 

(3) 学生の入学又は課程の修了に関する事項 

(4) 学位授与及び学位の取消しに関する事項 

(5) 学生の懲戒に関する事項 

(6) 組織再編に関する事項 

(7) 学生の表彰に関する事項 

(8) 学生の厚生補導に関する事項 

教養教育院教授会 
(1) 教養教育の全学方針に関する事項 

(2) 組織再編に関する事項 
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(3) 学生の表彰に関する事項 

２ 教授会は，前項に規定するもののほか，学長及び第４条第１項で規定する議長（以下「学長等」とい

う。）がつかさどる教育研究に関する事項について審議し，及び学長等の求めに応じ，意見を述べるこ

とができる。 

３ 前２項の規定に基づき教授会が意見を述べる場合は，遅滞なく審議するものとする。 

４ 前条学部教授会第２号に規定する構成員は，本条第１項に規定する学部教授会の第１号及び第２号

に規定する事項のみ審議することができる。 

（議長） 

第４条 教授会に議長を置き，次に定める者をもって充てる。 

教授会 議長 

工学研究院教授会 大学院工学研究院長 

工学府教授会 大学院工学府長 

工学部教授会 工学部長 

情報工学研究院教授会 大学院情報工学研究院長 

情報工学府教授会 大学院情報工学府長 

情報工学部教授会 情報工学部長 

生命体工学研究科教授会 大学院生命体工学研究科長 

教養教育院教授会 教養教育院長 

２ 議長は，教授会を主宰する。 

３ 議長に事故があるときは，議長があらかじめ指名する副研究院長，副学府長，副研究科長，副学部長

又は教養教育院長が指名する者が議長の職務を代行する。 

（開催） 

第５条 教授会は，定例で開催する。 

２ 前項の規定にかかわらず，議長が必要と認めたとき又は構成員の３分の１以上の要求があったとき

に開催する。 

（議事） 

第６条 教授会は，構成員（休暇，研修及び出張の者並びに授業により出席できない者を除く。以下同

じ。）の過半数の出席により，成立する。 

２ 教授会の議事は，出席構成員の過半数で決し，可否同数のときは，議長の決するところによる。 

３ 前２項の規定にかかわらず，第３条第１項の学府教授会第１号及び第４号並びに研究科教授会第１

号及び第４号に掲げる事項を審議するときは，第２条の２第２項に定める構成員の３分の２以上の出

席を必要とし，かつ，その議事は，第１号に掲げる事項にあっては出席した構成員の３分の２以上の賛

成を，第４号（学位の取り消しに係る事項に限る。）に掲げる事項にあっては出席した構成員の４分の

３以上の賛成を要する。 

（構成員以外の出席） 

第７条 教授会が必要と認めた場合は，構成員以外の者の出席を求め，意見を聴くことができる。 

（代議員会等） 

第８条 教授会は，教授会に属する構成員のうちの一部の者をもって構成される代議員会，専門委員会

等（次項において「代議員会等」という。）を置くことができる。 

２ 教授会は，代議員会等の審議結果をもって，教授会の審議結果とすることができる。 

（雑則） 

第９条 この規則に定めるもののほか，教授会の運営に関し必要な事項は，別に定めることができる。 

 

 

附 則 

この規則は，平成１６年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は，平成１８年１０月１日から施行する。 

附 則 

この規則は，平成１８年１２月６日から施行する。 

附 則 
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この規則は，平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この規則は，平成２０年４月１日から施行する。 

２ 九州工業大学大学院工学研究科委員会規則（昭和４０年九工大規則第１号）及び九州工業大学大学

院情報工学研究科委員会規則（平成３年九工大規則第３号）は，廃止する。 

附 則 

この規則は，平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は，平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は，平成２７年５月８日から施行し，平成２７年４月１日から適用する。 

附 則 

この規則は，平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は，令和４年７月２７日から施行し，令和４年４月１日から適用する。 

附 則 

１ この規則は，令和８年４月１日から施行する。 

２ 九州工業大学教授会の審議事項に関する申合せ（平成２７年３月４日学長裁定）は，廃止する。 
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